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Ⅰ. はじめに

　ビックロ，ジョージア プライベートリザーブ，
マクドナルドのハッピーセット「ハローキティ」，
Jean Paul GAULTIER for SEPT PREMIERES
…。これらはすべて共同ブランドの例である。
共同ブランド（cobrand）1）とは，二つ以上のブラ
ンドを使用した製品のことであり（Rao & Ruekert, 
1994; Rao, Qu, & Ruekert, 1999; Simonin & 
Ruth, 1998），日本でもポピュラーになりつつ
あるブランド戦略である。米国の研究によれば，
共同ブランドは株価にもポジティブな影響を与
えることが可能であり（Cao & Sorescu, 2013），

その重要性は高まっているようだ。
　共同ブランド戦略では，パートナー企業のコ
ア・ケイパビリティの活用，競争の回避，ブラ
ンド連想やブランド想起の向上，パートナー企
業とのシナジー効果など（Blackett & Boad, 1999
など），既存のブランド・エクイティに留まらな
いブランド力強化などが期待でき，企業にとっ
ては非常に有用な戦略である。しかし，共同ブ
ランド戦略にはリスクも伴う。例えば，もし共
同ブランドにまつわる消費者経験がポジティブ
でなかった場合，たとえそれがパートナー企業
によるものであったとしても，自社ブランドに
もネガティブな影響が出てしまう（Newmeyer, 
Venkatesh, & Chatterjee, 2014）。そのため，共
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同ブランド戦略の実施やパートナー企業の選定
にあたっては，慎重な検討が必要となる。
　共同ブランド戦略で中心的な課題となるの
が，親ブランド間の一致（fit）の問題である。
一般的には，一致が高い方が消費者の高い評価
に繋がると考えられている（Arnett, Laverie, 
& Wilcox, 2010; James, 2006; Lanseng & Olsen, 
2012; Park, Jun, & Shocker, 1996; Simonin & 
Ruth, 1998; Swaminathan, Reddy, & Dommer, 
2012など）。しかし同時に，適度な不一致が消
費者の評価にポジティブな影響を与えることも
確認されている（Gürhan-Canli & Maheswaran, 
1998; Maheswaran & Chaiken, 1991; Mandler, 
1982; Meyers-Levy & Tybout, 1989; Lee & 
Schumann, 2004; 大澤ら，2015など）。本論文
では，両者それぞれの立場に関する先行研究を
レビューしてこれまでの知見を整理した上で，
一貫性やコミュニケーションにおける文化差を
指摘し，日本における共同ブランド戦略につい
て考察する。
　本論文の構成は次の通りである。第2節では，
共同ブランドにおける一致を検討する際に基盤
となるブランド要素を整理した上で，親ブラン
ドの一致が高いと共同ブランドへの評価が高い
ことを示した研究をレビューする。第3節では，
第2節の対立仮説である，親ブランドが一致し
ない場合にも共同ブランドへの評価が高いこと
を示した研究をレビューする。第4節では，一
致と関連が高い概念である「一貫性」に対する
選好の文化差，注意に対する文化差，そしてコ
ミュニケーション・スタイルの文化差が存在す
ることを指摘し，共同ブランド戦略の在り方に
も文化差が存在しうることを指摘し，いくつか
の命題を提示する。そして第5節で，まとめと

今後の展望について述べる。
　

Ⅱ. 親ブランドの一致と共同ブランド 
への高評価

　一致 2）とは，複数の対象が共有する共通性の
ことを意味する（Aaker & Keller, 1990）。共同
ブランドにおいては，共同ブランドを構成する
二つ以上の親ブランドが持つ共通性のことを指
す。一致は，通常，消費者のブランド連想ネッ
トワークによって決定される（Keller, 1993）。
ブランド連想とは「記憶の中でブランドに結び
つく全て」（Aaker, 1991, p.109）である。より
具体的には，「消費者がブランドから思い起こ
す全ての記憶や知識」（青木・電通プロジェク
トチーム，1990, pp.276 ～ 277）であり，消費
者の記憶の中に保存され，当該のブランドが刺
激となって想起されるものである（上田，2014）。
ブランド連想はネットワーク構造をとってお
り，消費者にブランドを刺激すると，有限のネッ
トワークが活性化されると考えられている。ブ
ランド連想ネットワークで，接近して繋がって
いる二つの情報や，共通する情報で結合するこ
とができる二つの情報は，一致しているといえ
る。
　先行研究の多くは，親ブランドのブランド・
イメージの一致が共同ブランドの評価にポジ
ティブな影響を与えることを示している（Gross 
& Wiedmann, 2015; Simonin & Ruth, 1998 な
ど）。ここでいうブランド・イメージとは，消
費者の記憶のなかにあるブランド連想を反映し
たブランド知覚のことである（Keller, 1993）。
しかし，ブランド・イメージは複数の次元から
なる概念であり，実際には一つの集合体として
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それを捉えることは容易ではない（Van der 
Lans, Van den Bergh, & Dieleman, 2014; Law, 
Wong, & Mobley, 1998）。むしろ，共同ブラン
ドの一致は，製品カテゴリー，消費者の使用目
的，ブランド・ユーザー，ブランドの使用用途
など，様々な要素で検討されているといえる

（Lanseng & Olsen, 2012; Loken, Barsalou, & 
Joiner, 2008; Martin & Stewart, 2001; Martin, 
Stewart, & Matta 2005）。
　先行研究のレビューから，共同ブランドの一
致を検討する際の重要な要素として，製品カテ
ゴリー（製品属性や成分を含む），ブランド・
コンセプト，そしてブランド・パーソナリティ
の三つが特定された。以下，それぞれについて
簡単に説明する。

2-1. 製品カテゴリー
　共同ブランドに関する初期の研究は，親ブラ
ンド間の製品カテゴリーの一致に焦点を当てた
ものが多い（Lanseng & Olsen, 2012）。製品カ
テゴリーの関連性（relatedness）が高いと消
費者に認識されると，共同ブランドの成功につ
ながることが指摘されている（Baumgarth, 2004; 
James, 2005; Park et al., 1996; Simonin & Ruth, 
1998）。製品カテゴリーの一致が高い例として
は，レッツノート（ノートブックPC）とイン
テル（CPU）が挙げられる。
　製品カテゴリーの一致を評価する際，消費者
は二つ（あるいはそれ以上）の製品が，相互に補
完（complement）あるいは代替（substitute）でき
るか（Aaker & Keller, 1990; Völckner & Sattler, 
2006），同じ物的特性（physical characteristics）
を持っているか，あるいは同じ実用的な機能を
実行できるかといったことを検討する（Park, 

Milberg, & Lawson, 1991）。すなわち，製品カ
テゴリーの評価は，属性レベルで検討される。
　共同ブランドの機能的な製品属性の一致は，
補完的な関係にある場合が多い（Newmeyer et 
al., 2014; Park et al., 1996）。機能的属性の補完
では，ブランドの機能的な弱みがパートナーブ
ランドによって補完され，一緒に提供される製
品の性能が強化される。機能的属性が似ている
ブランドは，お互いの弱みを相殺することがで
きないため，パートナーシップを結ぶメリット
が低くなる。また機能的属性の補完は，消費者
に合理的に理解されるため，高く評価される傾
向にある。とはいえ，消費者が，二つ以上のブ
ランドの組み合わせを解釈する際に，関連性結
合（relational linking）3）の認知プロセスを取った
場合，属性の補完性は低く評価される傾向にあ
る。反対に，特性マッピング（property mapping）
の認知プロセスが取られると，高く評価される
傾向にある（Swaminathan et al., 2015）。共同
ブランドを展開する場合には，消費者のこうし
た認知プロセスの影響も考慮しなければならな
い4）。
　製品カテゴリーの一致による効果が高いこと
は否めないものの，実際に成功している共同ブ
ランドのなかには，マクドナルド（外食）とサ
ンリオ（ギフト製品）など，製品カテゴリーが
一致していない場合もある。そうした場合は，
ブランド・コンセプトが一致していることが多
い。

2-2. ブランド・コンセプト
　ブランド・コンセプト（brand concept）とは，
企業が設定した価値の連合であり，ブランドの
ポジショニングを表明したものである（Lanseng 
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& Olsen, 2012; Park, Jaworski, & MacInnis, 1986; 
Samuelsen, Olsen & Keller, 2015）。製品カテゴ
リーの一致が低いブランドも，目的，状況，な
らびに便益といったブランド・コンセプトが似
ていると，ブランド間の一致が高いと認識され
ることがある（Barsalou, 1985; Percy & Elliot, 
2005; Ratneshwar, Pechmann, & Shocker, 1996）。
Park et al.（1986）は，機能的（functional），経
験的（experiential），または象徴的（symbolic）
な便益に基づいた3つのブランド・コンセプト
を提示している 5）。例えば，スイス機械式クロ
ノグラフメーカー「ブライトリング」（Breitling）
と英国で由緒あるプレステージカー「ベント
レー」（Bentley）の共同ブランド「BREITLING 
for BENTLEY」は，製品カテゴリー（車と時計）
の一致は低いものの，両ブランド共に表現的な
ブランドであるため，二つのブランドの一致は
高いと評価される傾向にある。
　ブランド・コンセプトの一致の評価は，製品
カテゴリーの一致評価とは異なるメカニズムで
行われる（Lanseng & Olsen, 2012）。製品カテ
ゴリーの一致を検討する際には，属性レベルに
注意が払われるが，ブランド・コンセプトは，
ブランド体験を通じて構築される信念や感情な
どで構成されているため（Cohen, 1982; Cohen 
& Basu, 1987; Fiske & Taylor, 1991; Park et al., 
1986; Park et al., 1991; Smith & Medin, 1981），
その評価はカテゴリー・ベース処理（category-
based evaluations）となる。カテゴリー・ベー
ス処理とは，消費者が事前知識として保持して
いるスキーマを使って行うトップダウン型の情
報処理のことであり，属性を細かく情報処理す
るボトムアップ型の情報処理であるピースミー
ル処理（piecemeal-based evaluations）と対比さ

れる（Cohen & Areni, 1990; Fiske & Pavelchak, 
1986; Sujan, 1985）。カテゴリー・ベース処理の
一致評価は，消費者自身のブランド体験との合
致を通じて行われる。
　機能的ブランド同士の提携は合理的に理解で
きるため，消費者にかかる認知的負荷が少なく，
高く評価される傾向にある。ところが，表現的
ブランド同士の場合，二つの一致を特定するた
めには，消費者はより多くの認知処理を行わな
ければならなくなり，負荷が多い。表現的ブラ
ンドのコンセプトは，機能的ブランドと違って，
非製品関連や目に見えない部分に依拠し，製品
の物的属性とブランド便益の関係が曖昧になっ
ていることが多く，一致の程度を評価する基盤
が 少 な い た め で あ る（Lanseng & Olsen, 
2012）。しかし，情緒的（hedonic）な一貫性は，
二つのブランドを同カテゴリーとして認識さ
せ，より優れた一致と調和をもたらす（Newmeyer 
et al., 2014）。また，表現的ブランド同士の共
同ブランドでは，製品カテゴリーの一致はさほ
ど重要でなくなることも明らかになっている。
これは，消費者が二つのブランドの一致をカテ
ゴリー・ベースで認知的処理を施すことで，属
性レベルの不一致を解消できるためと考えられ
ている（Lanseng & Olsen, 2012）。
　以上のように，表現的ブランドによる共同ブ
ランドの有効さは認められているものの，共同
ブランドの象徴面や感情面に関する研究はまだ
少ない。こうした研究上のギャップを埋めるべ
く，近年，共同ブランド研究で注目を集めてい
るのが，ブランド・パーソナリティの一致であ
る（Monga & Lau-Gesk, 2007; Van der Lans et 
al., 2014など）。
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2-3. ブランド・パーソナリティ
　ブランド・パーソナリティとは，ブランドと
関連づけられた人間的特性と定義される（Aaker, 
1997）。人間のパーソナリティがビッグ・ファ
イブと呼ばれる5つの次元の組み合わせで構成
されるように，ブランドのパーソナリティも次
元の組み合わせで構成されるといわれている

（Aaker, 1997）。米国版ブランド・パーソナリ
ティ構造は，「誠実」「刺激」「能力」「洗練」「た
くましさ」の5次元で構成され，日本版では「た
くましさ」の代わりに「平和さ」が加わる（Aaker, 
Benet-Martínez, & Garolera, 2001）。例えば，「洗
練」には，素敵，上品，ロマンチック，ファッ
ショナブル，洗練，ぜいたくという意味合いが
あり，エルメス，ロレックス，リッツ・カール
トンなどが洗練次元の高いブランドとして知ら
れている（NIKKEI AD Web, n.d.）。強いブラ
ンドは，確立したブランド・パーソナリティを
持っていると消費者に知覚される場合が多い

（Monga & Lau-Gesk, 2007）。
　もし二つの親ブランドにおいて，同じ次元の
ブランド・パーソナリティが高いのであれば，
共同ブランドも同じブランド・パーソナリティ
を持ち，二つの親ブランドは一致している印象
を与える。しかし，二つの親ブランドがそれぞれ
異なったブランド・パーソナリティを持ってい
る場合（例えば，刺激次元の高いiPodと，平和
次元の高い無印良品），共同ブランドは二面的
なブランド・パーソナリティを持つことになる。
　先行研究によると，ブランド・パーソナリティ
の5次元のうち，誠実次元と刺激次元はお互い
にとても異なるものであると知覚されることが
多い（Aaker, Fournier, & Brasel, 2004; Yang et 
al., 2014）。消費者は，誠実なブランドとは強い

信頼関係を構築する傾向にあり，反対に刺激的
なブランドとは一過性で衝動的な関係を構築す
る傾向にあるためである。またVan der Lans
他（2014）は，実際に存在する100ブランドの
組み合わせで構成される1,206の共同ブランド
の分析から，洗練次元ならびにたくましさ次元
は一致している方が共同ブランドの評価が高い
ことを明らかにしている。

Ⅲ. 親ブランドの不一致と共同ブランド 
への高評価

　以上のように，多くの先行研究は，親ブラン
ド間の一致が高いと共同ブランドが高く評価さ
れることを示している。しかし，いくつかの先
行研究は，親ブランドが一致していなくても，
共同ブランドが高く評価される場合があること
を指摘している（Van der Lans et al., 2014; Park 
et al., 1996; Sreejesh, 2012; Walchli, 2007; 大澤ら，
2015）。このことを説明する理論で，最も有名
なものが「適度な不一致」である（Meyers-Levy 
& Tybout, 1989 など ）。 適 度 な 不 一 致 とは，
Mandler（1982）によって創始された概念であ
る。完全に一致，適度な不一致，そして完全に
不一致な条件を比較すると，適度な不一致条件
は，他の二つの条件よりも好まれる傾向にあり，
このことは逆U字型一致評価関係（inverted-U 
congruity evaluation relationship）と呼ばれて
いる（Maoz & Tybout, 2002; Meyers-Levy, Louie, 
& Curren, 1994; Walchli, 2007）。
　共同ブランドにおける逆U字型一致評価関係
は，ブランド・コンセプト（Sreejesh, 2012; Walchli, 
2007）とブランド・パーソナリティ（Van der 
Lans et al., 2014; 大澤ら, 2015）で検証されて



77

共同ブランドにおける親ブランドの一致に関する考察

Japan Marketing Academy

JAPAN MARKETING JOURNAL Vol.36 No.1（2016）
http://www.j-mac.or.jp

いる。例えば，大澤ら（2015）は，総合的なブ
ランド・パーソナリティの差（各次元のスコア
の差を足しあげたもの）に注目し，10代から
20代の日本人大学生において認知度が高い21
のブランド（例えば，ANAやセブン&アイ）
を対象として，共同ブランドの一致度と消費者
の共同ブランドに対する態度の関係を検証し
た。その結果，完全に一致した共同ブランドと
適度な不一致の共同ブランドに対する態度が高
いことが明らかとなった。反対に，Van der Lans 
et al.（2014）は，ブランド・パーソナリティの
5次元を別々に検証し，洗練次元ならびにたく
ましさ次元は先にも述べたように一致している
方が，そして誠実次元は適度に不一致な方が，
共同ブランドの評価が高いことを示している。
　逆U字型一致評価は，認知的精緻化の程度が
高まることで生じるといわれている。完全な一
致条件の場合，消費者の情報処理は最小限にな
り，記憶にある情報の精緻化の機会が限られて
しまう。しかし，適度な不一致は，情報処理を
促進させ，認知的精緻化の程度を高めるため，
結果として消費者はより好ましい評価を行うの
である。反対に，完全な不一致条件の場合，情
報処理が過度になり，不一致を解消できないこ
とに対してフラストレーションを感じてしまう。
　さらに，適度な不一致が他の二つよりも好ま
しい評価につながるのは，対象者が次のいずれ
かの条件にあてはまるときであることも明らか
になっている（Walchli, 2007）。第一に，対象
者が高レベルの知識を持ち合わせていないこと
である。高レベルの知識を持っている消費者

（つまり専門家）は，事前知識が精緻化されて
いるため，認知構造が固く体系化されており，
適度な不一致が生じにくくなっている（Alba 

& Hutchinson, 1987; Sujan & Dekleva, 1987）。
第二に，対象者に不一致を解消するというモチ
ベーションがあることである。多くの場合，消
費者にはそのようなモチベーションがないた
め，マーケティング・コミュニケーションを通
じて，親ブランド間の関係性の説明を提供する
ことが重要となる。

Ⅳ. 日本と米国の文化差

　大澤ら（2015）の研究からも明らかなように，
日本人（若者）は，完全に一致している共同ブ
ランドの他，適度に不一致な共同ブランドを高
く評価する傾向にある。また，冒頭で挙げた例
にも見られるように，実際に存在している共同
ブランドの多くには，親ブランド同士が一致し
ていないものも多い（例えば，表現的ブランド
のジャンポール・ゴルチエと機能的ブランドの
セブン&アイ・ホールディングス）。実際，企
業が共同でブランドを開発することにメリット
を感じるのは，お互いに似ているからではなく

（Park et al., 1996; Samu, Krishnan, & Smith, 
1999），どちらかといえば一致している関係よ
りは不一致な関係の方が多い。
　しかし，そうした不一致な関係の共同ブラン
ドでも，先行研究では必要といわれている，マー
ケティング・コミュニケーションでの親ブラン
ド間の関係性の説明があるとは限らない。例と
して，2015年秋に新しく発売されたJean Paul 
GAULTIER for SEPT PREMIERESブランドの
テレビCM 6）を考えてみよう。30秒のテレビCM
では，まず「新しい今日がある」というセブン&ア
イ・ホールディングスのタグラインが画面に表
示され，1秒後，JUJUの音楽が流れるなか，パリ
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の街を外国人モデルが闊歩するシーンが映し出
される。25秒まで，Jean Paul GAULTIER for 
SEPT PREMIERESのラインナップを着用した
さまざまなモデルが表れ，パリの世界観が表現さ
れている。最後に，「すべての人に上質を」という
Jean Paul GAULTIER for SEPT PREMIERES
のタグラインが入り，そしてJean Paul GAULTIER 
for SEPT PREMIEREのロゴ画面に切り替わる。
その後，イトーヨーカ堂と西武そごうの流通ロ
ゴが提示される。セブン&アイ・ホールディン
グスがどういうブランドで，またジャンポー
ル・ゴルチエがどういうブランドで，そしてな
ぜ両者が提携するのかといったことはまったく
説明されていない。
　では，こうした不一致な共同ブランドはなぜ
日本人に受け入れられているのだろうか。本論
文では，文化心理学で明らかになっている日本
と米国 7）の間に見られる文化差のうち，思考ス
タイル，注意，そしてコミュニケーション・ス
タイルという三つの側面に注目し，説明を試み
る。

4-1. 思考スタイルにおける文化差
　不一致に直面したとき，どのように対応する
かには文化差が存在する（Peng & Nisbett, 1999）。
例えば，米国人をはじめとする欧米人は，相反
する二つのうち，どちらが正しいのかを特定し
ようとする傾向が比較的高い一方で，日本人を
はじめとする東アジア人は，どちらも受け入れ
ようとする傾向が比較的高いことが知られてい
る。文化心理学者は，こうした文化による思考
スタイルの差異に着目し，東アジア人に多い思
考スタイルを弁証法的思考（dialectical thinking）
と呼んだ（Peng & Nisbett, 1999; Spencer-Rodgers, 

Williams, & Peng, 2010）。
　PengとNisbett（1999）によれば，弁証法的
思考の高い東アジア人は，非一貫性や変化に対
して，一般的に欧米人よりも寛容である。弁証
法的思考をとる傾向の高い人は，現実とは静止
しているものではなく，常に変化しているもの
だと考える（変化の法則）。そして，変化の中
には多くの矛盾が存在していると見なす（矛盾
の法則）。また，すべてのものは表裏一体であ
り，相互に連結していると捉える（全体論の法
則）。日本も，「禍福はあざなえる縄の如し」「人
間万事塞翁が馬」「人生山あり谷あり」「楽あれ
ば苦あり」といったことわざが浸透しているよ
うに，弁証法的思考スタイルをとる傾向の高い
人が多い文化である。
　反対に，欧米人は一般的に不一致に対して居
心地の悪さを覚えることが多いと考えられてい
る。不一致や曖昧さは，欧米人に心理的な緊張
や葛藤を招く（Festinger, 1957; Lewin, 1951）。
これは，彼らの思考プロセスがアリストテレス
の論理学に由来しているからと考えられる。ア
リストテレスの論理学は同一律 8），無矛盾律 9），
そして排中律10）といった三つの法則を強調する。
PengとNisbett（1999）は，こうした欧米人に多
い思考スタイルを縦型的思考（linear thinking）
と名づけた。
　共同ブランドの評価では，認知的な作業が多
く関わっているため（Swaminathan et al., 2015
など），思考スタイルが少なからず影響してい
ると推察される。親ブランド間の関係が不一致
な共同ブランドは，弁証法的思考の低い人に
とっては，説明がないと心理的な葛藤が生じる
であろう。そのため，マーケティング・コミュ
ニケーションを通じた共同ブランドの正当化が
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必要となる。例えば，新しい情報を既存の認知
的スキーマに同化（assimilate）させたり，新
しいスキーマを構築したりすることは，有用な
コミュニケーション戦略であるといわれている

（Lee & Schumann, 2004）。同化を通じた不一
致の解消は，新しい発見やインサイトにつなが
るため，満足度が高い傾向にある（Lanseng & 
Olsen, 2012）。
　しかし，弁証法的思考の高い人は，親ブラン
ドの関係が不一致な共同ブランドに直面した
際，たとえ説明がなかったとしても，心理的な
葛藤を覚えることは少ないと考えられる。実際，
鈴木・阿久津（2014）の研究によれば，弁証法
的思考が比較的高い日本の消費者の間では，完
全に不一致なブランド拡張も高く評価される傾
向がみられる。また弁証法的思考は，消費行動

（鈴木・阿久津，2012）や企業のブランディン
グ活動（鈴木・竹村，2014）にも影響を与えて
いることが示唆されており，Peng とNisbett

（1999）らの知見と一貫して，比較的多くの日
本の消費者が，変化や非一貫性に対して寛容で
あることを示している。すなわち，一般的に日
本人消費者は，不一致な共同ブランドに対して
違和感を覚えることはあるかもしれないが，だ
からといって，強い嫌悪感を持つかといえば，
必ずしもそうではないと考えられる。そのため，
共同ブランドの正当化が欠如していたとして
も，それを受け入れることができると予測され
るのである。

命題１：弁証法的思考が高い人 （々例えば，
日本人）においては，共同ブラン
ドの親ブランドが完全な不一致の
関係にあっても，ブランド態度が

ネガティブではない傾向が高い。

　もっとも，ネガティブなブランド態度がない
ことと，高いブランド評価や好感度といったポ
ジティブなブランド態度があることは同じでは
ないことには注意を要する。不一致な共同ブラ
ンドに対する選好や態度を高めるためには，そ
のためのマーケティング努力が必要になるだろ
う。Jean  Pau l  GAULTIER f o r  SEPT 
PREMIERESのテレビCMの例に戻れば，Jean 
Paul GAULTIER for SEPT PREMIERESライ
ンの魅力を伝えることで，新しいブランド（共
同ブランド）に対する消費者の関心や選好を高
めていると考えられる。

4-2. 注意における文化差
　注意の向け方にも文化差があることが明らか
になっている。東アジア文化の人々は，関係性や
状況要因へ注意を向ける傾向にあり，反対に欧
米文化の人々は，状況要因を無視することがで
き，課題となっている事柄のみに注意を向ける
傾向にある（Ji, Peng, & Nisbett, 2000; Kitayama, 
Duffy, Kawamura, & Lersen, 2003; Masuda & 
Nisbett, 2001）。例えば，相対判断課題と絶対判
断課題が与えられたとき，東アジア文化の人々
は，状況要因に注意を向けるため相対判断課題
が得意だが，絶対判断課題は状況要因への注意
が邪魔になるため不得手である。反対に欧米文
化の人々は，状況要因を無視できるので絶対判
断課題は得意だが，状況要因に注意を向ける必
要がある相対判断課題は得意ではない（Kitayama 
et al., 1991）。Masudaと Nisbett（2001）は，こ
うした東アジア人によく見られる状況要因への
注意の向け方を全体的注意（holistic attention）
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と呼び，欧米人によく見られる中心課題への注
意の向け方を分析的注意（analytic attention）と
呼んだ。
　Masudaと Nisbett（2001）は，画像を使っ
た記憶課題で，日本人と米国人における注意に
対する文化差を検討した。映像は水中を映し出
しており，中心課題の魚以外に，より小さな魚
や水中生物，そして水草などが映っていた。実
験参加者は，映像を見た後，何を見たかを想起
し，自由回答で答えた。結果，多くの日本人は，
中心課題の魚の特徴だけでなく，水の色，水草，
水中生物にまで言及した。反対に米国人の多く
は，中心課題の魚の特徴については言及したが，
背景情報（状況要因）に関する言及は少なかっ
た。
　こうした注意における文化差は，共同ブラン
ドの広告評価にも影響を与える可能性がある。
全体的注意を持つ傾向が高い人々は，共同ブラ
ンドそのものだけでなく，広告で描かれている
設定や登場人物などの状況要因についても注意
を向けることが考えられる。反対に，分析的注
意を持つ傾向が高い人々は，広告の背景情報を
無視することができるため，共同ブランドのみ
に注意を向けるであろう。すなわち，不一致な
共同ブランドの広告評価には文化差がありうる
ことが示唆される。全体的注意を持つ傾向が高
い人々は，広告の状況要因にも目を向けるた
め，広告全体の印象が良ければ，不一致な共同
ブランドの評価も良い傾向にあることが考えら
れる。しかし，分析的注意を持つ傾向が高い
人々は，広告の背景情報はあまり関係がなく，
あくまでも共同ブランドに注意を向けるため，
不一致な共同ブランドの評価は低くなる傾向に
あろう。

命題２：全体的注意を持つ傾向が高い人々
（例えば，日本人）は，不一致な
共同ブランドの広告を評価すると
き，広告の状況要因にも目を向け
るため，広告全体の評価がポジ
ティブであれば，不一致な共同ブ
ランドの評価も高まる傾向にある。

4-3. コミュニケーション・スタイル  
における文化差

　コミュニケーション・スタイルにも文化差が
あることが，多くの文化研究から明らかになっ
ている（Condon & Youssef, 1975; Hall, 1976; 
Morschbach, 1982; Sapir, 1929など）。米国人文
化人類学者Edward T. Hallは，コミュニケー
ションにおけるコンテクスト（文脈）依存度に
は文化差があると主張した。ここでいうコンテ
クストとは，場所，関連する人々，そして会話
が行われる場などを指す。Hall（1976）は，高
コンテクスト・コミュニケーションと低コンテ
クスト・コミュニケーションの違いを，次のよ
うに説明している。「高コンテクスト・コミュ
ニケーションや高コンテクスト・メッセージで
は，ほとんどの情報が，物理的な文脈または個
人の中に内面化されており，ほとんど言語記号
化されず，明示もされず，メッセージの一部と
して発信されることもない。低コンテクスト・
コミュニケーションはその反対である。つまり，
情報のほとんどが，明白な言語記号の中に付与
されている状態である」（p. 91）。つまり，高コ
ンテクスト・コミュニケーションではメッセー
ジが暗黙裡に伝えられる。多くの情報が言語記
号化されず，明示されないため，意味の伝達が
コンテクストに依存して行われる。すなわちそ
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れは，メッセージ自体は間接的に伝えられ，聞
き手や読み手が「行間」「裏」または「真意」
を読み解く必要性があるコミュニケーション・
スタイルなのである。反対に，低コンテクス
ト・コミュニケーションでは，明確なメッセー
ジに基づいてコミュニケーションが行われる。
低コンテクスト・コミュニケーションを用いる
文化では，コンテクストからなるべく切り離さ
れたメッセージを通じて，考えや事実が明確に
伝達されることが重視されている。
　Hall（1976）は，高コンテクスト・コミュニケー
ションを用いる文化の典型例として，日本を挙
げている。一般に日本人の間のコミュニケー
ションでは，コンテクストが大きな役割を果た
す。例えば，日本語は英語やフランス語より正
確性が低く，日本語の文章では主語が不在の場
合も多い。また，会話では「あれ取って」「そ
れは難しいです」など，代名詞がよく使われる。
さらに，日本人のコミュニケーションでは，「空
気を読む」「相手を察する」「以心伝心」など，
聞き手は，話し手の云わんとしている意図と
いったものを推し量ることが求められている。
反対に，英語はあまりコンテクストを考慮しな
い正確な言語体系であり，メッセージを正確に
伝えることができる。欧米の文化圏では低コン
テクスト・コミュニケーションをとる傾向にあ
り，例えば，米国人のコミュニケーションでは，
話し手が明確に意図を伝えることが求められて
いる。
　コミュニケーションにおけるコンテクスト依
存度の文化差は，広告にもみられる（Liang, Runyan, 
& Fu, 2010）。Liang et al.（2010）は，高コン
テクスト・コミュニケーション文化である中国
と低コンテクスト・コミュニケーション文化で

ある米国，それぞれの国の雑誌広告を比較し，
中国の広告の方が，米国のものよりもコンテク
スト依存度が高いことを示した 11）。同様に日本
の広告も米国に比べると，コンテクスト依存度
が高いことが推察される。例えば，風邪薬のテ
レビCMでも，米国だと薬の効果や機能などに
焦点が置かれるのに比べ，日本だと母親が運動
会前夜に熱っぽくなってしまうが風邪薬を飲ん
で治すなど，風邪薬を利用する状況や人々など
のコンテクストに焦点が置かれる。
　こうしたコミュニケーション・スタイルの文
化差が，共同ブランドの広告に表れている可能
性がある。具体的には，低コンテクスト・コ
ミュニケーション文化の共同ブランド広告で
は，二つ（以上）のブランドがなぜ提携するの
かを明確に伝えられることが求められるが，反
対に高コンテクスト・コミュニケーション文化
では，消費者側に二つ（以上）のブランドが提
携する理由を推察することが求められていると
もいえよう。Jean Paul GAULTIER for SEPT 
PREMIERESの例に戻ると，セブン&アイ・ホー
ルディングスが何か新しいことを行っていると
いうメッセージが，冒頭にセブン&アイ・ホー
ルディングスのロゴと「新しい今日がある」と
いうタグラインで伝えられる。その後，Jean Paul 
GAULTIER for SEPT PREMIERESの服を着
たモデルたちがパリの街を闊歩するシーンが流
れ，「すべての人に上質を」というJean Paul 
GAULTIER for SEPT PREMIERESのタグラ
インが入ることで，Jean Paul GAULTIER for 
SEPT PREMIEREが上質なアパレルラインで
あることが伝えられる。すなわち，Jean Paul 
GAULTIER for SEPT PREMIERESがどのよ
うなブランドであるかはコンテクストに依存し
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て伝えられ，さらになぜセブン&アイ・ホール
ディングスとジャンポール・ゴルチエが提携し
ているのかについては，消費者に察することが
求められているのである。

命題３：高コンテクスト・コミュニケー
ション文化（例えば，日本）では，
不一致な共同ブランドの広告で，
親ブランド間の関係性や提携の理
由について明確に語られることは
少なく，むしろ消費者がそうした
ことをコンテクストから察するこ
とが求められている。

Ⅴ. まとめと今後の展望

　本論文の目的は，日本市場でも増えつつある
「共同ブランド」というブランド戦略を取り上
げ，共同ブランドにおける親ブランド間の一致
の問題を考え，日本における共同ブランド戦略
を考察することであった。先行研究の知見をま
とめると，共同ブランドは高い（完全な）一致

（Lanseng & Olsen, 2012; Simonin & Ruth, 1998; 
Swaminathan et al., 2012など），あるいは適度な
不一致（Park et al., 1996; Sreejesh, 2012; Walchli, 
2007など）のものが高く評価される。この知見
は日本人においても同様であることが明らかに
なっている（大澤ら, 2015）。
　一致は一般的にはブランド・イメージの一致と
して語られることが多いが（Gross & Wiedmann, 
2015; Simonin & Ruth, 1998など），具体的には，
製品カテゴリー（製品属性や成分を含む），ブ
ランド・コンセプト，そしてブランド・パーソ
ナリティといった三つの要素で検討されること

が多い。製品カテゴリーの一致評価は属性レベ
ルで認知的処理が行われるが，ブランド・コン
セプトの一致評価はカテゴリー・ベースで行う
ため，属性レベルの不一致を解消できると考え
られている（Lanseng & Olsen, 2012）。共同ブラ
ンド戦略のパートナー企業の選定にあたって
は，製品カテゴリーで一致が高いブランドを選
定できれば共同ブランドが成功する可能性は高
いが（Baumgarth, 2004; James, 2005; Park et 
al., 1996; Simonin & Ruth, 1998），現実的には異
分野間で提携する場合もあるだろう。そうした
場合，ブランド・コンセプトで一致している企
業を選ぶと良い。とくに情緒的な一貫性は優れ
た一致と調和をもたらすため（Newmeyer et al., 
2014），ブランド・パーソナリティが一致して
いる企業を検討すると良いだろう。
　また，実際のビジネスでは，企業が共同でブ
ランドを開発することにメリットを感じるのは，
お互いに似ているからではないためであること
が多い（Park et al., 1996; Samu et al., 1999）。
こうした企業にとって，消費者が適度に不一致
な共同ブランドを高く評価するということは朗
報であろう。米国人消費者を対象とした先行研
究（Walchli, 2007など）では，適度に不一致な
共同ブランドが高く評価されるためには，マー
ケティング・コミュニケーションで親ブランド
間の関係性を説明することが重要であると指摘
されている。しかし，文化心理学で検討されて
きた思考スタイル（Peng & Nisbett, 1999）や注
意（Masuda & Nisbett, 2001），ならびにコミュ
ニケーション・スタイル（Hall, 1976）における
文化差に関する知見からは，一般に日本の消費
者に対しては，親ブランドの関係性を説明する
コミュニケーションがとくに重要ではないこと
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が示唆されている。むしろ，新しいブランド
（共同ブランド）に焦点をあて，その便益や魅
力，また使用する状況や人々といったコンテク
ストを伝え，共同ブランドに対する消費者の関
心や態度を高めることの方が重要であるかもし
れない。
　さらに，変化や非一貫性に対して寛容な日本
人は，米国人よりも不一致な共同ブランドに対
して寛容である可能性がある。いいかえるなら
ば，日本市場では，米国市場よりも，共同ブラ
ンド戦略におけるパートナー企業候補が幅広い
可能性があることが示唆されている。そのため，
日本における共同ブランド戦略を考える上で
は，日本人消費者の評価が低い共同ブランドの
条件を明らかにする必要があり，今後の研究課
題として検討すべきテーマの一つであろう。
　以上が先行研究のレビューから明らかになっ
たことのまとめだが，先行研究のレビューを通
じて気になったことの一つが，多くの共同ブラ
ンド研究がブランド評価やブランド態度を従属
変数としており，購買を検討していないことで
ある。「◯◯◯が好き」「◯◯◯が魅力的」と
いったブランド評価や態度と，「◯◯◯を買う」
といった購買意向には高い相関がみられている
ものの（Spears & Singh, 2004），必ず一致し
ているわけではない。今後の研究では，実験手
法を用いて，購買意向を検討することも重要で
あろう。
　日本における共同ブランドについては，企業
活動の方が先行しており，学術研究は遅れをみ
せている 12）。本論文の貢献は，米国を中心に進
められてきた共同ブランド研究の知見を整理
し，その後，文化心理学の知見を用いりつつ，
日本における共同ブランドについて考察したこ

とである。今後は，日本人を対象とした調査を
実施し，日本における共同ブランド戦略の詳細
化を進め，実務界への貢献を目指すと同時に，
日本発の共同ブランド理論を構築して，学術的
な貢献を目指したい。

謝辞
本研究はJSPS科研費JP15K17143の助成を受け
たものである。
　
注
1） ブランド・アライアンス（brand alliance）も同義語

として使われている。
2） 本論文では，Aaker と Keller（1990）の定義に依拠

するが，一致の概念は曖昧であると考えられている。
Fit の 他，congruence（Fleck & Quester, 2007; 
Heckler & Childers, 1992; Jagre,Watson, & Watson, 
2001; Lane, 2000; Speed & Thompson, 2000; 
Meyers, Levy, Louie, & Curren, 1994; Meyers-Levy 
& Tybout, 1989），similarity（Boush et al., 1987; 
Broniarczyk & Alba, 1994）または typicality（Boush 
& Loken, 1991）も使われており，さまざまな言葉
が用いられている。ブランド研究でも，ブランド拡
張や共同ブランド研究を中心に，一致に関するさま
ざまな議論が展開されている。詳しくは，Fleck & 
Quester（2007）を参照のこと。

3） 認知心理学の研究で，複数のコンセプトを処理する
際に，組み合わせを解釈する二つの戦略（特性をマッ
ピングするか，関連性を結合するか）の役割が大き
いことが明らかにされている（Gagne & Shoben, 
1997; Smith et al., 1988; Wisniewski, 1996）。特性
マッピングでは，主となるホスト・コンセプトに，
副となる修飾コンセプトの特性が適応される。例え
ば，ヒョウ柄テーブルクロスは，ヒョウ柄のあるテー
ブルクロスと解釈される。関連性結合では，対象間
の関係性に焦点が置かれる。この見方では，ホスト・
コンセプトと修飾コンセプトの間にもっともな関係
があるかどうかで解釈される。例えば，休日用テー
ブルクロスは，休日に使用するテーブルクロスと解
釈される（Swaminathan et al., 2015）。

4） 消費者の認知プロセスは，広告を通じて誘発するこ
とが可能であることが示されている（Swaminathan 
et al., 2015）。

5） 経験的ブランドと象徴的ブランドは，表現的（expressive）
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と一つにまとめてとらえられることもある（Lanseng 
& Olsen, 2012 など）。

6） 実際のテレビ CM は，https://www.youtube.com/
watch?v=aJjxcJpk8SE で参照のこと。

7） 先行研究の多くが米国を中心に行われてきているた
め，本論文では日本と米国の文化差の影響を考慮す
る。

8） （A は A である）といった命題。
9） ある事物について，同じ観点でかつ同時に，それを

肯定しつつ否定することはできない。
10） （P であるか，または P でない）といった論理式。
11） Liang et al.（2010）の研究では，コンテクストは人，

場所，あるいは物の状況を特徴づける情報と定義さ
れた。もし広告が場所の情報（例えば，車が置いて
ある通りやビーチにいる人々）や活動（例えば，広
告されている製品を使っている人）を含んでいると

「コンテクスト依存」（contextualized）とコーディ
ングされ，反対に，もし製品のみが提示され，場所
や活動に関する情報が提示されていなかった場合，

「コンテクスト独立」（context-independent）とコー
ディングされた。

12） CiNii で「ブランド・アライアンス」で検索したと
ころ，学術研究は大澤ら（2015）の研究のみがヒッ
トし，また「共同ブランド」の検索結果はゼロであっ
た（2016 年 2 月 23 日調べ）。
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